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平成 1９年度「国家的に重要な研究開発の事前評価」のフォローアップ指摘事項等への対応状況 

研究開発名： イノベーション創出基礎的研究推進事業  

 指摘事項等 対応状況 

３.評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「イノベーション創出基礎的研究推進事業」は、

生物系特定産業分野における技術革新の基となる

技術シーズの開発とそれらの実用化を推進すると

ともに、これらの研究開発を担う若手研究者やベ

ンチャーを育成すること等を目的として、競争的

資金制度により基礎・応用段階の研究を推進する

ものである。これまで独立行政法人農業・食品産

業技術総合研究機構（以下、「（独）農研機構」

という。）が実施してきた競争的資金制度である

「新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業」

と「生物系産業創出のための異分野融合研究支援

事業」との統合・見直しを行い、平成２０年度か

ら新たに同機構において実施しようとするもので

ある。 

本事業においては、総合科学技術会議が示した

競争的資金制度の改革方向に沿って制度設計・事

業運営の検討が行われ、また、イノベーション創

出の観点から、基礎から応用までの研究をシーム

レスに支援する事業体系の構築、若手研究者の育

成やベンチャー育成を行う仕組みの整備等の改善

を行うこととしている。また、農林水産業・食品
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産業等の新たなイノベーションの創出に向けて、

ハイリスクであることや異分野融合に配慮し、独

創的研究に対する支援や優れた人材の育成の強化

を図るため、資金規模を拡充して予算要求してい

る。 

競争的研究環境の整備促進の観点から、このよ

うな競争的資金制度の改革方向に沿った取組は着

実に推進すべきである。その際、本事業において

計画されている個別研究課題の採択審査やその評

価を行う体制については、イノベーションの創出

や、透明・公正な審査・評価の実施の観点からみ

ると、農林水産関係分野の研究者が中心で人員数

も少ないことから、抜本的な見直しが必要である。

すなわち、産業界の人材等も活用し、広範な分野

構成で人員も拡充した体制を構築することが不可

欠である。 

本事業については、イノベーションの創出に繋

がる、透明・公正で合理的な個別研究課題の審査・

評価を行う体制を、まず構築すべきである。その

上で以下の事項に取り組みつつ、実施することが

適当である。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 先の指摘事項を踏まえ、選考評価委員（技術シーズ開発型）において、

理学、薬学、工学、医学分野の委員を新たに追加。（別添１） 

 

また、２０年度から第一次書類審査を導入した。21年度には一次書類審

査の質の向上を図るため、1 課題当たりの審査員数を３名から６名に増

員（21 年度第 1次書類審査員 438 名）。 

 

 

①農林水産

業・食品産業の

発展を支える

基礎的研究の

重点的な推進

本事業は、農林水産業・食品産業等の発展に関

連する広い分野の基礎・応用研究を対象として、

研究者の創意に基づいた研究課題の提案を公募し

て技術シーズの開発やそれらの実用化を推進する

ものである。しかしながら、投資する研究資源に
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について 

 

 

 

 

は限りがあることから、本事業により推進する研

究分野を、将来に向けて展望される農林水産業・

食品産業の発展方向等に関連付けた分野に重点化

していくことが重要である。 

このため、中長期視点にたって研究開発を推進

すべき重点分野を示して、それに関する具体的な

研究課題を募集する等、重点的に研究開発を推進

する仕組みとすべきである。 

また、若手研究者の育成やベンチャーの育成へ

の仕組みに関しては、既存事業における若手枠の

採択率が極めて低いことや、農林水産・食品分野

の実用化研究にはある程度の期間が必要となるも

のが多いことを踏まえた事業運営が必要である。

このため、若手研究者の自立支援や、ベンチャー

育成に繋がる研究成果の創出をより促進する観点

から、本事業において計画されている若手研究者

枠の１件当たりの研究費やベンチャー育成枠の研

究期間等の運用を弾力化すべきである。 

 

 

 

 

 

○ 農林水産技術会議事務局が定める「農林水産研究基本計画」では、今後

10 年間程度を見通して重点的に取り組むべき課題を重点目標として示し

ており、それに則り重点分野を設定し公募要領に明記。（別添２） 

 

 

 

 

 

 

○ 若手研究者育成枠については、研究機関数に応じた予算枠の設定を廃止

し、弾力的な研究費の配分に努めるとともに、１課題当たりの研究費の

上限も引き下げたこと（４千万円→３千万円）により、採択率が向上（１

９年度１０％→２０年度１２％）。 

○ ベンチャー育成枠については、研究終了時に高い評価を得た課題の継続

実施を可能とした。 
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②制度評価の

実施と制度改

善への活用に

ついて 

 

 

 

 

 

本事業は（独）農研機構が運営費交付金を財源

として実施する事業であることから、農林水産省

はその実施状況等を（独）農研機構の独法評価に

おいて確認・評価することとしている。 

しかしながら、本事業は競争的資金制度として

位置付けられ、総合科学技術会議が示した競争的

資金制度の改革方向に沿った見直しが行われてい

るものである。このことにかんがみ、この改革方

向に沿って、（独）農研機構において、外部の意

見を聴きつつ、定期的に制度評価を行い、その結

果を制度改善に結びつけていく仕組みを整備すべ

きである。 

さらに、事業実施までの間に現行の事業のレ

ビュー等を適切に行い、その結果を具体的な制度

設計に反映すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 事業開始後３年目の２２年度に（独）農研機構が制度評価を実施するこ

ととしており、今年度中にその仕組みを整備する予定。 

 

 

○ 左記の指摘を踏まえ、２０年１月に旧事業のレビューを実施。（別添３）

その結果を踏まえ、新事業において、①府省庁共通開発管理システムの導

入、②全ての不採択課題への不採択理由の通知等を実施。 

③研究成果の

シームレスな

普及・実用化に

ついて 

 

 

 

 

本事業で得られた研究開発成果については、実

用化研究制度への円滑な移行の促進や中小企業技

術革新制度（日本版ＳＢＩＲ制度）の活用を促進

すること等により、農林水産業・食品産業等の現

場への普及や施策推進への活用、新事業・新産業

の創出に結びつけていくこととしている。 

農林水産業・食品産業等の抱える技術的課題は

多様で緊急性が高いものが多いことから、本事業
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 で得られた研究開発成果の一層の活用促進が図ら

れるよう成果情報の整備・広報等の取組を強化す

べきである。 

○ 従来より、終了課題の成果発表会の開催、ホームページへの掲載など、

成果の普及に努めてきているところであるが、左記の指摘を踏まえ、成

果情報をデータベース化し検索機能を加えるなど、ユーザーが利用しや

すいシステムにホームページ全体を改善（20 年度より着手し、今年度中

に利用可能）。 

 

また、「新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業」のＰＯ及びＰ

Ｄに対し、優れた成果を上げつつある課題に関する情報を提供。 

 

 


